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新たな公共交通検討事業委託業務(友利線デマンド) 

仕様書 

 

 

１. 業務名  

 この委託業務の名称は、「新たな公共交通検討事業委託業務(友利線デマンド)

（以下、「本業務」という。）」という。 

 

２. 目的 

 宮古島市（以下、「本市」という。）においては、路線バスの利用者が年々減少し

ている状況にある。一方で、路線バスの運行は、学生や免許を返納した高齢者

等、いわゆる交通弱者にとって日常生活の足として欠かせない移動手段であ

り、公共交通として運行の確保・維持は重要なものとなっている。 

本業務は、路線バスに替わる移動手段として「デマンド型乗合交通」を導入し、

利用者ニーズの調査・検証等を行い、新たな公共交通手段の構築を目的として実施

するものである。 

 

３. 業務期間 

 契約締結日から令和６年３月 14日（木）まで 

 

４. 提出書類 

 受託者は、本業務の実施において、次の書類を提出するものとする。 

(1) 業務実施計画書（業務見積書を含む）【契約時】 

(2) 着手届【着手時】 

(3) 管理責任者等の通知届【着手時】 

(4) 業務工程表【着手時】 

(5) 完了届（納品書を含む）【完了時】 

(6) 業務に係る経費内訳書及び証憑書類【完了時】 

(7) その他、委託者が指示する書類 

 

 

５. 業務内容 

 本業務では、以下の項目について実証するとともに、実施にあたっては受託者

が有する知見等を積極的に活用し、業務目的の達成を図るものとする。 
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①実証運行にかかる停留所の検討 

「系統３番：友利線」の沿線を中心として、乗客の利便性向上および利用促進

が図られる停留所を検討・設置する。 

検討にあたっては、市内タクシー事業者や路線バス運行事業者等の関係機関と

連携・協力をもって行うものとする。 

 

②予約システムの構築およびデマンドバスの実走 

デマンドバスの予約システムを構築、また、上記①で設置した停留所間を実走

し、乗客数･乗客の乗降箇所･利用者の意見等、必要なデータを収集すること。 

なお、実走においては、月曜日から土曜日（祝祭日含む）の週６日 8:30～17:00

とし、車両は１台とすること。また、仮設乗降所設置など必要な環境整備がある

場合には、受託者にて調整・調達・整備すること。 

 

③事業性・採算性等の検討 

①で設置した停留所間での実走結果を踏まえ、事業性・採算性や法的規制の調

整など本格運行の基盤となる調査・検証および将来的に運行を担う体制構築の検

討を行う。 

    

  ④意見交換会の開催 

    利用者の利便性向上を図り、利用促進に繋げるため、住民との意見交換会を実

施し、意見聴取を行う。 

    開催における日時、場所、議題等については市と協議のうえ決定する。 

 

⑤業務執行に対する市との協議 

業務の適正かつ円滑な執行のため、市と協議を行うものとする。 

協議は業務期間中３回以内を基本とし、リモートでの実施や参加人数の絞り込

みなど、経済性を踏まえた実施を検討すること。 

 

⑥報告書の作成 

業務内容を取りまとめ、報告書を作成する。 

 

⑦その他の追加提案 

仕様書に記載する項目の他、本業務遂行において効果的な提案があれば、追加

事項を提案する。 
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６. 成果物 

 本業務の成果物として、報告書（A４版簡易製本）２部、電子媒体１部を提出す

ること。なお、成果物における著作権等の知的財産権利は、原則として宮古島市

の帰属とする。 

 

７. 納入場所 

 宮古島市 企画政策部 企画調整課 

 

８. 業務実施上の注意 

受託者は、業務実施にあたって以下の各号を遵守しなければならない。 

(1) 市と十分な協議のうえ本業務を実施すること。 

(2) 業務を円滑・適正に運営するための組織・人員体制を確保すること。 

(3) 本業務の経理は、他の経理と明確に区分して会計処理を行うこと。 

(4) 本業務の実施や成果の提出において、第三者の知的財産権等を侵害していない

ことを保証すること。 

(5) 個人情報等の保護すべき情報の取り扱いに万全の対策を講じること。 

(6) 本業務に関して提出した実施計画書に変更が生じた場合は、速やかに変更の実

施計画書を提出し、市と協議すること。 

(7) 契約期間中は本業務の進捗状況を随時市へ報告し、遂行すること。 

(8) 事業の着手・実施・完了にあたって必要書類を提出するほか、本業務にかかる

関係書類は他の業務のものと明確に区分して整理すること。  

(9) 業務の遂行にあっては、業務日報を作成する等、書面によりその結果を確認で

きるよう整備すること。  

(10) 本業務に係る書類について、業務完了の翌年度から５年間保管すること。 

 

９. その他事項 

 本仕様書に定めのない事項及び疑義が生じた場合は、別途協議する。 


